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特別養護老人ホーム有明園入退所指針 

 

１ 目的 

  この指針は、新潟市特別養護老人ホーム入所指針を踏まえ、特別養護老人ホーム有明

園（以下「施設」という。）の入退所における透明性・公平性を確保するとともに、サ

ービスの円滑な実施を図ることを目的とする。 

 

２ 入所の対象者 

（１）入所の対象者は次のア及びイのいずれかに該当する者で、常時介護を必要とし、か

つ居宅において介護を受けることが困難な者とする。 

ア 要介護３から要介護５までの認定を受けている者 

イ 要介護１又は要介護２の認定を受けている者であって、やむを得ない事由により

居宅において日常生活を営むことが困難であると認められる場合（以下「特例入所」

という。） 

（２）特例入所の要件に該当することの判定に際しては、居宅において日常生活を営むこ

とが困難なことについてやむを得ない事由があることに関し、次の事情を十分に考慮

すること。 

   また、地域の実情を踏まえ、各自治体において必要と認める事情があれば、それも

考慮すること。 

ア 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状･行動や意思疎通の

困難さが頻繁に見られること。 

イ 知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意

思疎通の困難さ等が頻繁に見られること。 

ウ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困

難であること。 

エ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により、家族等による支援が

期待できず、かつ地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分であること。 

 

３ 入所の申込み 

（１）入所の申込み 

入所の申込みは、別紙１「特別養護老人ホーム有明園入所申込書」（以下「入所申

込書」という。）に別紙２「介護支援専門員意見書」を添えて、直接施設の窓口に提

出すること。遠方等の理由により直接提出できない場合は、郵送で提出すること。 

なお、入所申込書は、直接施設の窓口で入手するか施設ホームページからダウンロ

ードして入手することとし、困難な場合は施設に郵送依頼を行うこと。 

（２）施設の説明 

施設は、入所の申込みがあった場合には、申込者及び家族等に対し、入所順位の決

定方法等について説明を行う。 

施設は、適切なサービスを提供することが困難な場合には、その理由を申込者及び

家族等に対し、十分に説明し、必要に応じて病院、診療所、介護老人保健施設等を紹

介するなどの措置を講じる。 
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（３）受付簿の作成 

施設は、入所申込書を受理した場合、及び受理後に辞退や削除等の事由が生じた場

合は、受付簿にその内容を記録して管理する。 

（４）入所申込み内容変更の届出 

   申込者は、入所申込み後に要介護度等入所希望者の状況や住所、電話番号、主たる

介護者及び家族等の状況、担当する居宅介護支援事業所に変更があった場合は、施設

に報告するものとする。 

（５）入所申込みの有効期間 

入所申込書の有効期間は、申込日から起算して３年を経過した日までとする。 

有効期間満了後、申込者が引き続き入所申込みを希望する場合は、入所申込書の更

新申請を行うものとする。 

また、有効期間満了後、３か月を経過して、なお更新申請が行われない場合は、当

該申請を取り下げたものとする。 

（６）施設から申込者へ連絡が取れない状況となった場合は、施設は、受付簿にその旨を

記録した上で、有効期間内であっても、受付簿から削除する。 

（７）要介護１又は要介護２の方の入所申込み 

ア 施設は、要介護１又は要介護２の認定を受けている者を入所希望者とする入所申

込書が提出された場合は、申込者に対して、特例入所の内容について丁寧に説明し、

特例入所要件への該当に関する考えを申込書等に記載してもらう。 

イ 施設は、特例入所の要件に該当している旨を申立てる者の入所申込書が提出され

た場合、これを受理し、保険者市町村に対して報告を行う。 

また、特例入所の要件に該当している旨の申立てがない者の入所申込書が提出さ

れた場合、受理の判断を入退所検討委員会が行う。 

 

４ 入退所検討委員会  

入退所の決定に関する事務を処理するため、入退所検討委員会（以下｢委員会｣という。）

を設置する。 

（１）委員会の構成 

委員会は、施設職員（施設長、総務課長、生活相談員、介護職員、看護職員）、老

人介護支援センター有明園職員、信楽園病院職員（医師、看護職員、ケースワーカー、

地域連携室職員)、地域住民等で構成する。 

（２）運営 

委員会は、施設長が召集し、原則として従来型特養・２階ユニット型特養に関して

は偶数月第４金曜日、１階ユニット型特養に関しては年４回開催するが、開催の必要

が生じた場合は、随時開催する。 

（３）所掌事務 

ア 委員会は、合議により入所に関する調査・検討を行い、入所の必要性に応じた入

所順位を決定するとともに、入所順位登録名簿の整備等を行い、入所の決定を行う。 

なお、特例入所対象者を委員会の合議に付す場合、保険者市町村に意見を求める。 

イ 委員会は、入所者にかかわる退所の検討を行う。 
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ウ 委員会は、関係機関との連携を図り、要介護度等入所希望者の状況や、主たる介

護者及び家族等の状況等に変更が生じた場合は、申込者から介護支援専門員意見書

等を再提出してもらい、入所順位を見直す。 

エ 委員会は、介護支援専門員意見書に不備があり、入所順位決定に支障が出る場合

は、意見書の内容を調査し、意見書の作成を補う。 

また、入所希望者が医療機関入院者等で担当介護支援専門員が不在の場合は、医

療機関ケースワーカー等に介護支援専門員意見書と同内容の意見書提出を依頼する。 

オ 委員会は、施設入所者の特例入所要件の判定について次のとおり取り扱う。 

（ア）要介護認定の更新等により、要介護３以上から要介護１又は２への変更があ

った入所者に対し、特例入所要件の判定を行う。 

（イ）特例入所要件に該当しなくなったと考えられる特例入所者に対し、特例入所要

件の再確認を行う。 

（ウ）（ア）（イ）により、特例入所要件に該当すると判定した入所者や特例入所要

件に該当しなくなった特例入所者について、保険者市町村に報告する。 

 

（４）議事録 

委員会は、合議内容を明確かつ詳細に記録した議事録を作成し、５年間保管する。

県又は市町村から求められた場合には、申込者及び家族のプライバシーに配慮したう

えでこれを提出する。 

 

５ 守秘義務 

施設職員及び委員会構成員は、業務上知り得た入所希望者等に係る情報を他に漏ら

してはならず、その職を退いた後もまた同様とする。 

 

６ 説明責任 

施設は、あらかじめ入所判定等についての説明責任者や窓口を明確に定め、申込者

及び家族等から説明を求められたときは、適切な説明を行う。 

 

７ 入所の決定基準 

（１）委員会が入所順位を決定するに当たっての評価基準は、別表「標準入所申込者評価

基準」（以下「評価基準」という。）による。 

（２）入所順位の決定基準 

ア 委員会は、入所希望者の状況を調査の上、評価基準の評価項目ごとに点数化し、

合計点数が高い順に優先順位を付ける。 

イ アによる合計点数だけでは入所順位の判断が困難な場合、次の項目を考慮し、優

先順位を決定する。その際、議事録に詳細に記録する。 

（ア）待機年数 

（イ）地域性（地域性とは、地域や家庭との結びつきを重視した施設運営を図るた

め、施設が所在する区、若しくは近隣区に居住している者又は家族等が居住し

ている者を優先する。但し、新潟市内に限る。） 

（ウ）必要とする医療行為（経管、吸引、透析等） 



4 

 

（エ）在宅・施設サービス利用状況（老人保健施設、ショートステイの長期利用） 

（オ）年齢 

（カ）希望居室（従来型、ユニット型） 

ウ ア、イの方法で入所希望者の入所順位の決定が困難な場合又は、その他特に考慮

が必要な事情がある場合には、その事情等を勘案する。 

（３）特別な事由による入所決定 

次の場合においては、委員会の合議によらず、施設長の判断で入所を決定すること

ができる。ただし、入所決定後に最初に開催する委員会で、その経過を報告し，議事

録に記載する。 

ア 市町村から、老人福祉法第１１条第１項第２号の規定に基づく措置入所依頼があ

った場合。 

イ 災害や事件・事故、虐待により緊急に入所が必要と認められ、かつ委員会を招集

する余裕がない場合。 

ウ 施設入所者が、概ね３か月を超える入院のため退所となった後に、入院加療の必

要がなくなり、再入所の希望があった場合。 

エ 入所希望者の介護者等の心身の状況が急に悪化するなど、施設入所の特段の緊急

性が認められる場合。 

（４）施設の状況による入所者決定の調整 

ア 性別 

（ア）従来型特養においては、同一居室内に別性が同居しないこと。 

（イ）ユニット型特養においては、当該ユニット型特養の状況。 

イ 入所希望者の認知症等の状況 

ウ 看護体制、設備の状況（医療依存度の高い方） 

（ア）透析・・透析時間、バスキュラーアクセス、通院手段、合併症等 

（イ）経管・・胃瘻、経鼻、腸瘻等園全体の対応可能人数 

（ウ）痰の吸引・・頻度 

（エ）褥瘡・・治療の程度 

（オ）酸素療法・・体調の安定度、自己管理状況 

（カ）インスリン注射・・回数、時間帯 

（キ）ペースメーカー・・ペースメーカー装着の有無 

（ク）尿フォーレ・・フォーレ交換頻度、膀胱洗浄の有無 

（ケ）人工肛門・・中心静脈栄養、気管切開等特別な医療処置が必要な者は入所を認

めないものとする。 

エ 身体拘束 

腕、手指等四肢の抑制がなければ生命の維持ができないと医師より判断されてい

る場合は入所困難とする。 

オ 入所辞退の取扱い 

入所希望者の都合により、入所辞退があった場合は、一時的に入所決定を繰り下

げる取扱いとし、その順位付けについては、辞退の理由を考慮して委員会が判断す

ることとする。 
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８ 退所の決定基準 

（１）委員会は、次の入居者の心身の状況や退所後の環境等を十分に検討したうえで、退

所を決定する。 

ア 要介護認定において、自立若しくは要支援１、２と認定された場合。 

イ 要介護認定において、要介護１又は要介護２と認定され、かつ特例入所要件に該

当しない場合。 

ウ 要介護状態の改善が認められ、かつ次の要件に該当する場合。 

（ア）居宅における介護力・介護環境の改善が認められ、入所者・家族が退所を希望

している場合。 

（イ）要介護認定において、介護認定審査会による要介護認定の有効期間や、要介護

状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関する意見が付された場合。 

エ 感染力の強い感染症に罹患する等医学管理の必要性が増大し、施設での介護が困

難と認められる場合。 

オ ３か月を超える長期にわたる入院加療が必要となった場合、若しくは３か月を超

える入院が医師により予測され診断があった場合。 

 

９ 退所に関して留意すべき事項 

（１）施設は、入所者や家族等の意向を十分に確認・尊重し、安易に施設側の理由により

退所を促すことがないように留意する。 

（２）委員会は、退所の判断に際して、入所者の心身の機能や健康状態の安定性を検証す

るとともに、退所後の居宅における介護力の安定性・介護環境、地域における介護サ

ービスの提供体制等を十分に確認する。 

（３）施設は、退所に向けた支援として、入所者家族等に対し、介護技術の指導や入所者・

家族への精神的ケア等を行い、また、退所後の支援として、介護施設等の選定や経済

的負担等に関する適切な助言を行う。 

（４）施設は、入所者及び家族等の同意を得たうえで、居住地の地域包括支援センター等

に退所に関する必要な情報提供を行い、また、保健医療サービスや福祉サービスを提

供する者と密接な連携し、退所者に適切な支援を行う。 

 

１０ その他 

（１）施設は、この指針を踏まえ、地域の実情等を勘案し適正に入所決定を行う。 

（２）委員会は、適宜申込者の入所申込み後の状況を再確認し、必要に応じて入所順位を

見直す。 

（３）施設は、入所希望者の入所決定にかかる苦情に対して、受付窓口を明確にし、適切

な対応をとる。 

（４）本指針を改正する必要が生じた場合は、委員会で検討し所要の見直しを行う。 

（５）本指針等は公表する。 
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附則 

  平成１５年３月２８日制定 

附則 

  平成２７年３月２０日一部改正 

  平成２７年４月１日から適用する 

附則 

  令和６年８月１日 一部改正 

  令和６年８月２６日から適用する 

                        

 


